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GAFA+Mが牽引するアメリカ経済

錯綜するアメリカを経済の実情から踏み固め

る意味で，1 月末に IMF が発表した世界経済

見通しを見てみると，現在，世界は同時好況と

いってもよいサイクルの中にある。2016 年の

アメリカの実質 1.5％成長が，昨年 2017 年に

は 2.3％へと 0.8 ポイントも上がった。3 カ月

前の予測と比較しても，2.3％は驚く数字です。

今年 2018 年の予測を 2.7％にまで跳ね上げて

きている。要するに，アメリカの実体経済は堅

調だというのが，非常に重要なポイントです。

なぜそんなに堅調なのかについては，様々な

切り口はありますが，トランプ政権の経済政策

が功を奏しているかというような話ではなく，

その理由としては西海岸を中心に展開している

IoT（Internet of Things）に関連する企業の存

在を挙げたい。つまり，ネットワーク情報技術

革命の成果を，産業のあらゆる分野に投入し

て，アメリカの生産性や効率性を高めているこ

とが大きな意味を持って来ている。IoT 革命の

フロントラインにいるアメリカという話が，そ

こにまず見えてくると思います。

そこでどうしても議論しておかなければいけ

ないキーワードがあります。西海岸ビジネスの

シンボルマークとも言われる企業が，GAFA+

M です。つまり，Google の G，Apple の A，

Facebook の F と Amazon の A。あえてそれに

加えるならば，マイクロソフトのM。ITビッグ

5 という言い方をする人たちもいますが，この

IT ビッグ 5 に象徴されるような西海岸ビジネ

スの輝きというのは，今のアメリカ経済におけ

る活力のシンボルのような話になっていると思

います。

実は今年のスイス・ダボス会議で，一番注目

すべき言葉として登場してきたのが，「デジタ

ル・ディクテイターシップ」，つまり「デジタ

ル専制」です。要するに，この 5社がドミナン

トステータスになって，例えば株価の時価総額

でみると 3.4 兆ドル（3 月末現在）にもなりま

す。日本円で約 400 兆円に近い時価総額を誇る

IT ビッグ 5 の存在が，アメリカの今の活力を

象徴しています。ちなみに，日本のものづくり

国家を象徴するようなフロントラインにいる

トップ，例えばトヨタ自動車の時価総額は，23
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兆 6,000 億円（3月末現在）です。

ここに象徴されているように，アメリカ経済

が元気だというときに，まずこの IT ビッグ 5

という言葉がちらつきます。2 月 12 日付の日

本経済新聞は，1 面トップ記事で IT ビッグ 5

を報じていました。21 世紀に入ってからの 17

年間に，IT ビッグ 5 が 600 の会社を吸収合併

したという報道です。合併がその勢いを象徴し

ていると同時に，アメリカのベンチャーがイノ

ベーションとして登場して来るという事実を

語っています。新しい IT 関連の雨後の竹の子

のように出てくるライジングサン型の企業を，

どんどん合併して，大きくなって行く。ベン

チャー企業を立ち上げる側の人たちも，出口戦

略として，自分たちのビジネスを立ち上げたら，

到達点は GAFA+M に売り抜く。要するに，

売り抜いて，出口に出るというパターンが定番

化して来ています。新しい企業が育って行くの

ではなくて，このビッグ 5がすべて吸収してし

まうという状況のことを，「デジタル・ディク

テイターシップ」と表現しているのです。

私たちはデジタル・エコノミー時代のデジタ

ル戦線で生きていることは，もう間違いない事

実です。「第 4 次産業革命」を冷静に言えば，

IT（インフォメーション・テクノロジー）と

FT（ファイナンシャル・テクノロジー）を掛

け合わせることで，ファンドが資金を投入して

いっている。いわば「夢にカネが付いていく時

代」という状況で，今や実体のあるプロジェク

トが成果を上げていくという過程でお金が付い

ていくのではありません。シリコンバレーは，

「ファブレス」に象徴されます。つまり，シリ

コンバレーには工場などほとんどありません。

工場がなくて，アイデアと企画力・構想力で，

例えばスマートフォンは韓国，台湾，中国など

で製造していても，そこに入れるソフトの部分

は，際限なくシリコンバレーがリードしていく

構図になっています。知恵とアイデアと企画だ

けでカネが付いていって，プロジェクトがどん

どん成功していく景色です。

アメリカが今元気だと言うときに，象徴的な

プロジェクトが二つ思い浮かびます。一つはサ

ンフランシスコに生まれたUber というビッグ

データを使った自動車の配車システム。これ

も，このようなことが可能だというような構想

段階から，もう目の玉が飛び出るほどファンド

が資金を投入して成功させていった例です。

もう一つはものづくりのテスラモーターズの

例。このテスラというブランドは，実際のところ

大変な技術優位性があるという状況ではないに

もかかわらず，ファンドがカネを付けて盛り上

げて行ってしまい，結果的にはプロジェクトと

してどんどん進行してしまった。これらの事例

はデジタル・エコノミー時代での，今のアメリ

カのある部分を象徴している話だと思います。

規制緩和論者の取り込みと

ウォールストリート

アメリカのトランプ政権が始まって 1年経ち

ましたが，目立つのは「公約どおり，自分は

やっている」と言わんばかりの保護主義への回

帰です。TPP からも離脱し，韓国との二国間

自由貿易協定（FTA）も見直す，NAFTA も

見直しすると言っている。言ってみれば，競争

力を失ったアメリカの古い産業に対してカンフ

ルを打ち，競争力がある者は入らせないと言

い，壁をつくって持ちこたえていくような保護

主義への回帰です。これが政権の産業政策とも

言えるでしょう。

7世界経済評論 2018年7月8月号

寺島実郎が語る アメリカ経済の明暗と増幅する習近平政権の強権化



一方金融政策では，理論的には相矛盾するも

のの，驚くほどの規制緩和路線を走っていま

す。それは，ウォールストリートが拍手喝采を

贈りたくなるような路線です。2008 年 9 月に

リーマンショックが起こり，オバマ氏が当選し

たのはその 2カ月後の大統領選挙でした。オバ

マ前大統領はイラクからの撤退というキーワー

ドと，強欲なウォールストリートを縛り上げる

という，この二つのメッセージで当選したよう

なものでした。リーマンショックがなければ，

オバマ前大統領は当選しただろうかと言う人も

いるぐらい，リーマンショックがてこになった

わけです。だから，オバマ前大統領は，強欲な

ウォールストリートを縛ろうとし，その努力の

結果，制定した法律がドッド・フランク法でし

た。ただし，中身を見ると FRB の機能を強化

する，せいぜいシャドー系金融機関と言われて

いるような，例えばヘッジファンドの透明性を

高めるといった，ある程度踏み込んだものを掲

げていましたが，本質的なところで強欲な

ウォールストリートを縛ることはとても難し

い，と言う程度のものでした。それでさえ，ト

ランプ大統領は大統領令で失効させようとして

いるところまで踏み込んできています。

しかも，トランプ大統領の FRB の人事を見

ると，イエレン氏が 2月 5日に交代して，パウ

エル氏が新しい FRB のトップになった。パウ

エル議長はカーライルグループというファンド

の共同代表だった人で，この人も規制緩和論者

です。さらに，これから決まってくる理事の候

補というのも，ほとんど規制緩和に舵を切ろう

という人たちで，ウォールストリートのマネー

ゲーマーにとっては，大変都合のいい布陣が見

えてきます。加えて，ムニューチン財務長官と

ロス商務長官も，どちらもビジネスの現場にい

たとは言え，分かりやすく言えば，「ハゲタカ

ファンド」のような金融ファンドの人たちで

す。そういう世界のウォールストリートが喜ぶ

人たちが，金融政策の陣容にいる。こうした背

景がこの 1年で，ダウ平均株価を 2割強上げた

とみてもいいと思います。

政治リスクをよそになぜ株高なのか

そこで，今アメリカを考えるときに非常に悩

ましいのが，IoT というデジタル・エコノミー

の世界において，アメリカがフロントラインに

いるから実体経済に活力があるという部分も否

定できませんが，これがマネーゲームと相関し

ているということです。IT の部分に異様なま

でに，FT が絡み付いている。それがこの巨大

な時価総額になるような形で加速させていく。

株価がなぜ 2割も上がったかというと，金融規

制緩和論者たちを並べて，ウォールストリート

をはしゃがせるような，根拠なき熱狂に向かう

ような空気感が，アメリカの株価を跳ね上げて

いるという部分があるわけです。

それから，もう一つ言えば，米国の長期金利

の上昇が株価の乱高下に関係しています。長期

金利が今既に 2.9％台まで跳ね上がって来まし

た。FRB のイエレン氏の下で政策金利をじわ

じわ上げて来たにもかかわらず，昨年 2017 年

を振り返ると，比較的アメリカの長期金利は安

定していました。それが，アメリカのビジネス

にとっても，さらに新興国にとって既に進行し

ていますが，アメリカの金利が相対的に高いと

いうことは，新興国からアメリカにお金が還流

する，流出してしまうことになります。金利が

高い方にお金は吸い寄せられるからです。ここ

へ来て金利が上がり始めて，新興国からの流出
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がさらに加速し，長期金利の上昇は，アメリカ

のビジネスにとっても金利負担が重くなり，業

績に陰りが出る懸念から，いきなり過剰反応し

て今年に入って株価が乱高下しているわけで

す。

状況は非常にパラドキシカル（逆説的）と言

えます。例えば，政府の経済政策が功を奏して

非常に経済がよくなっていのるかと言えば，全

くそんなことは関係ない。まさに西海岸のビジ

ネスモデルがリードする形で活況を呈してい

る。昨年まではこの政権の陰の部分とも言うべ

き金融の規制緩和を指向する布陣が，根拠なき

熱狂を盛り上げていた。それが今年に入ってか

らじわりと，その陰りの部分が見え始めてきた

というのが現状でしょう。

今世界の論壇の最大のテーマは，政治リスク

がこれほどまでに大きい状況なのに，なぜ株価

だけが跳ね上がっているのか，です。具体的に

言うと，北朝鮮リスクをはじめ，中東の動揺，

つまりサウジアラビアや湾岸産油国の政治的安

定が日本などにも非常に重要だったのが，サウ

ジアラビアの内部が動揺してきているし，カ

タールとの国交断絶もある。シリアとイスラエ

ルの関係や，イランとイスラエルの関係など

も，発火の危険は大きい。さらに直近の様子を

見ても，既に火花を散らし始めている。なぜな

ら，トランプが不必要な刺激というのか，エル

サレムを首都に認定してしまった。そのような

形で動けば動くほど，中東の不安定化は加速し

ていきます。ロシアのプーチン氏が大統領選挙

を経て，「プーチン永久政権」を目指している

のかと言いたくなるぐらい，独裁的な空気を漂

わせ始めている。中国も去年 10 月の共産党大

会で習近平第 2期政権に入ってきて，香港や台

湾に対する締め上げも急速に進んでいる。

様々なリスクが，数多く見えてきている。ア

メリカ自体も「トランプリスク」という言葉が

消えない状況の中で，なぜ株価だけが高くなる

のか。説得力のある説明が必要だという話が登

場してきている。これを一言で言うと，「政治

と経済の分離」と言う人がいる。政治的リスク

の高まりにもかかわらず，経済だけが，例えば

株価が 2割も上がる。だから困惑するのです。

危うい構図の中での世界同時好況

どうしてこのようなことが起こってくるの

か。別な言い方をすると，デモクラシーはマ

ネーゲームを制御できるのか，つまり，民主主

義は金融資本主義の肥大化を制御できるのだろ

うかというテーマにつながる。今年は 2008 年

のリーマンショックからちょうど 10 年という

節目の年です。それで，今の政治と経済の乖離

という話の流れの中で必ず出てくるのが，今

年，そのリスクが噴出して，再びリーマン

ショックのようなことにはならないのかという

ことです。

一言で言えば，大変危うい構図の中で一見世

界同時好況であるということに気が付かなくて

はいけません。現実に，例えば株価が上がって

いる理由を直視すれば，先ほどのトランプ政権

が金融規制緩和という方向に金融政策の軸をシ

フトさせたことへの反応だと読める。さらに，

きわどい表現で言えば，戦争経済への予兆とも

言える。例えば北朝鮮での軍事衝突のリスクで

す。長い目で見ると，とんでもない消耗につな

がることは間違いないのですが，短期的にはこ

の種の分野に関わっている人にしてみれば，需

要の拡大とも言えるわけです。戦争による需要

拡大といえば，例えば，トランプ大統領が去年
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秋，アジア歴訪した際，アメリカのミサイル防

衛システムを日本・韓国に売り付け，中国・ベ

トナムには，ボーイング社のジェット旅客機を

何百機も売り付けました。この行動はそういう

文脈でも読み取れ，アメリカの宇宙航空業界や

防衛産業が結構受けに入っているわけです。

好況を整理してみると，マネーゲーマーがは

しゃいでいるという部分と，かつて「産軍複合

体」という言い方がありましたが，現在は「産

業金融複合体」のようになってきている。金融

と産業とが掛け合わされ，それに軍事産業とも

絡んで，少なくとも表面観察している限り，ア

メリカの実体経済は強い，という話になってい

る。

この状況下で，今年，本当に「リーマン

ショック再び」が起こるのかという問題意識か

ら言えば，昨年 12 月にウォールストリート関

係者と会って聞いたところでは，「2018 年は何

とかなるのではないか」と言っていたのと同時

に「19 年は，何とも言えない」とも話してい

ました。実際今年の年初から，アメリカの長期

金利が跳ね上がってきて，危うさがかなり露呈

し始めた状況に入ったのは間違いありません。

中国習近平体制の強大化・強権化

もう一つの重要な切り口が，中国の強権化に

ついての正しい認識が要るということです。去

年 10 月の第 19 回の共産党大会で，習近平第 2

期政権に入りました。毛沢東を第 1世代とする

と習近平主席は第 5世代と言われている指導者

です。つまり，習近平主席は革命を知らない世

代として最初の，1953 年生まれのリーダーで

す。「習近平の毛沢東化」という言葉が今盛ん

に使われるようになってきているくらい，第 3

期政権も目指している色彩を非常に強く出し始

めている。今まで，中国共産党は政治局常務委

員という中心メンバー 7 人の 68 歳定年制を内

規にして回っていた。ところが，去年秋の共産

党大会に 2期目に入った時，通常の共産党大会

では必ず次世代のリーダー候補を 2名ほど据え

てきたのが今回は違った。習近平主席も李克強

首相も，胡錦濤前主席の後継と目されて，今か

ら 10 年前の共産党大会のときに，政治局の常

務委員という立場になってスタンバイしていた

わけです。ところが，今回その 50 歳代の第 6

世代の指導者候補と言われていた人物を一切昇

格させなかった。そのようなこともあって，習

主席は明らかに，ここのところ個人崇拝的な形

に持って行って，第 3期政権を目指していると

盛んに言われている。150 万人を粛清したとも

言われる腐敗撲滅運動もその文脈で理解される

とういうわけです。

その中心にいたのが王岐山氏です。王岐山氏

が 68 歳になるので，辞めさせるかどうかが一

つの注目点だと言った方がいましたが，その常

務委員を辞めさせた。腐敗撲滅運動の右腕で

あった王氏を 3月の全人代で副主席にするので

はないかと言われていましたが，実際その通り

になりました。どう考えても，この政権は第 3

期を目指して，強権化してきたことだけは間違

いない。そのことが，香港に対する締め上げで

も明白になっています。あらゆる面で選挙に介

入して，反本土政権的な政党を認めない形で，

一国二制度を名ばかりなものにして，どんどん

締め上げています。それが台湾をも震え上がら

せています。台湾は，蔡英文総統という民進党

政権になって，そのスタートの頃は台湾独立か

と言わんばかりの勢いで盛り上がっていたの

が，今は大変静かになっています。
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アメリカの豹変で締め上げられる

香港，台湾

現実問題として，この変化の背景にもトラン

プ政権があります。つまり，トランプ氏は大統

領選挙の頃は，台湾独立を支持するぐらい，蔡

政権を後押ししました。ところが，あっという

間に，習近平政権の台湾政策支持に，手の平を

返すように変わってしまった。そのことが台湾

をして，まるで後ろ盾を失ったかのような混迷

と当惑に落ち込ませています。実は，前政権の

国民党・馬英九政権の頃に，中国と台湾は，急

速に経済関係を深めて，実質的に FTAにも近

い協定を結んで，踏み込んでいたわけです。今

中国本土に約 9万社の台湾企業が進出していま

すが，中国の成長の背後にある，台湾企業の資

本と技術を取り込んだ経緯を無視はできませ

ん。ところが，その 9 万社のうち，2 万社以上

の会社が引き揚げたいと思っているという話も

聞きました。ところが，引き揚げようにも買い

叩かれて売るに売れない。さらに仮に売れたと

しても，送金手段がない。中国は昨年 9 月に

ビットコイン等の仮想通貨を禁止しました。理

由の一つとして，仮想通貨がキャピタルフライ

トのツールになるためです。そういう意味も

あって，台湾も締め上げられています。

先日の共産党大会の際の 3時間半の演説の中

で，習近平主席は台湾統一に関して，並々なら

ぬ決意で語っているくだりがあります。台湾，

香港で本土の中国の影響力が大変強まっていま

す。台湾が現在国交を結んでいる国はついに

20 カ国になってしまった。その 20 カ国も，南

太平洋の島国が多いわけです。中国が札びらで

オセロゲームのようにひっくり返していった。

台湾がどうなるのか，今大きな転換点に来てい

ます。

北朝鮮の融和策の裏にある

中朝関係の冷却化

実はこの話は，台湾問題が北朝鮮問題に反映

しているという意味で，大変重要です。

どういうことかと言うと，2018 年に入って

から，突然北朝鮮が豹変して，南北融和政策の

方向に転換して，平昌オリンピック・パラリン

ピックにも現れた。南北融和ムードを高めて，

韓国にアクセスしています。この背景にある最

大の要素は，中国と北朝鮮の関係の冷却化で

す。つまり，中国からの締め上げです。

これは話し出すと少々複雑になります。この

平昌オリンピック・パラリンピックの期間に，

NHK がそれを報道し，中国もそれをリークし

てきている話ですが，例の異母兄の金正男（キ

ム・ジョンナム）氏がマレーシアで殺害された

話です。その背後には，処刑されたナンバー 2

の張成沢（チャン･ソンテク）氏の存在がありま

す。張成沢氏が胡錦濤前主席と会談したときに，

後継者に金正恩氏ではダメだと言った。その話

が盗聴されていて，盗聴情報を金正恩氏に通報

した人物がいた。それがこのような結果をもた

らしたという情報を，中国がわざわざこのオリ

ンピックの期間中にリークしているのです。

何が言いたいかというと，アメリカが北朝鮮

制裁に協力するようにと中国に圧力をかけてい

るから，しぶしぶ中国が北朝鮮を締め上げてい

るのではないのです。中国は本気で北朝鮮との

関係を冷却させて，ひょっとしたら体制転換さ

え模索し始めている。だから，よく耳をそば立

てると分かることは，北朝鮮が今般の南北融和
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に関して，「朝鮮半島の問題は，朝鮮半島の人

民が決めるべきだ」と言い始めています。これ

はアメリカを排除するというように解釈されが

ちですが，他国の干渉を排除するという意味で

は中国も含まれるということです。もはや北朝

鮮という国にとって中国も危険になった。中国

にとっても北朝鮮は危険になってきた。

そこで非常に注目すべき話があります。も

し，朝鮮半島でアメリカと北朝鮮が軍事衝突す

るような事態が起きれば，中国は朝鮮情勢を主

導的に変更するために，先に北朝鮮に軍事介入

するのではないかという説まで出てきています。

さらにもっと言えば，金正恩氏をねじ伏せて，

同盟責任を果たすという建前の下に，アメリカ

から北朝鮮を守るという口実の下で，北朝鮮に

中国軍が軍事駐留することもあり得る。そうい

うシナリオさえ見え隠れし始めています。これ

は金正恩氏を震え上がらせるシナリオです。

「南の柔らかい下腹部」という言い方があり

ますが，そこにけりを入れるかのように，北朝

鮮は南に対して融和政策をちらつかせながら，

揺さぶっている図が見えます。

これは南の文政権が，北に対して異常なまで

にシンパシーを感じている部分があり，これが

オリンピック・パラリンピック終了後，どう展

開するか。北朝鮮はオリンピック・パラリン

ピックに参加したから，と恩に着せて，例えば

人道支援といった見返りを求めるような流れが

見えてくるかもしれない。それに韓国が応じて

動き始めるようなことになったら，どうなる

か。つまり，核という問題を封印したまま，核

を放棄するというアジェンダを一切テーブルに

載せずに，人道支援を建前に，北との融和政策

に呼応していくようなことになったらどうなる

か。そうなればある意味では，統一朝鮮半島は

できてはいませんが，実体的に，疑似朝鮮半島

の統一みたいな状況で，核を持っているという

事態を容認したまま進むという可能性が出てく

る。それは，一番日本にとっては願い下げのシ

ナリオになる。非常に危うい状況が見え始めて

いるというのは，こうした意味です。

絡むロシアの言い分

この話で重要なのは，中国がどう動くかで

す。つまり，日本のメディアの議論の間違い

は，対話か圧力かという話で物語をつくってい

ることではないでしょうか。対話したところ

で，落としどころなどは見えてきません。放棄

するわけはないから。圧力と言っても，最大の

ポイントは，要するに中国の本音です。

その状況に，ロシアという複雑なカードが一

つ絡まってきている。この 3カ国は大変複雑な

トライアングルになっているとも言えます。中

国にしてみれば，ロシアが出てきてかき回して

ほしくない，とも思っていると言えます。しか

し，北朝鮮の成立のいきさつが，ソ連の傀儡政

権として，3 代前の金日成氏がつくった国でも

あるわけです。この話がすごく複雑になる理由

とは，本来ロシア（旧ソ連）の傀儡政権だった

北朝鮮に中国が手を伸ばして，朝鮮戦争のとき

に一緒になって戦った歴史が絡まった。他方，

常に中国とロシアと北朝鮮のトライアングルの

中で，北朝鮮という国は決してどの国にもお世

話になった恩というものを感じない風体の国に

なっている。チュチェ思想という，いつも主体

的に動くといえば聞こえはいいのですが，これ

がこの国のある種の難しさを形成している。つ

まり，大国の意のままに呑み込まれない状況を

続けてきていることが，話を複雑にしています。
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そこでいよいよ，米韓合同演習が行われるか

どうかというあたりから，この物語は動き出し

ます。その時の最大のポイントは，中国がどう

動くか。中国はパネルまでつくって朝鮮半島情

勢の模擬演習をやっています。北朝鮮に隣接し

ている吉林省に，中国はもう既に難民キャンプ

までつくって軍事衝突に備えているという情報

も出てきています。

香港，台湾，北朝鮮と話してきた理由は，習

近平政権が第 3期に入っていくにあたって，経

済的な実績と同時に東アジアで外交軍事的な実

績が必要だと判断しているからです。だから，

自分たちが第 2期政権にあたって踏み固めなく

てはいけないシナリオとして，一段と強硬なス

タンスで香港，台湾，北朝鮮に当たるという可

能性がある。これが強権化する習近平政権が持

つ，東アジアにおける意味です。習主席が言い

続ける中華民族の歴史的復興という言葉を決し

て軽くとらえない方がいいと思います。

目指すべき日本のスタンスは何か

一言最後に付け加えるならば，これに対する

日本のスタンスです。

先日シンガポールで様々な人と話をしてき

て，つくづく思いましたが，現在日本は大変試

されているということです。つまり，周りが強

大化・強権化が進む状況になると，国権主義へ

の誘惑というのを感ずるものです。例えば戦

前，ヒトラーやムッソリーニの台頭に血が騒

ぎ，ヒトラーのごとく，ムッソリーニのごとく

日本もしっかりしなくてはいけないという文脈

で議論がなされていた時代がありました。中国

が強権化し，ロシアもプーチン氏の専制体制に

向かっています。トランプ大統領的な反知性主

義的な人が，頼りのアメリカのリーダーになっ

ている。そうすると，「力こそ正義」みたいな

誘惑の中で，段々と国権主義的な統合という方

向に誘惑を感じかねない。

ところが，実はここが非常に重要な踏みとど

まるポイントがあり，日本への期待というのが

アジアの人たちにもしあるとすれば，二つある

と思っています。一つは，成熟した民主国家と

して，1 次元高いアジアの民主国家としての責

任と自覚を持って東アジア情勢に向き合わなく

てはいけないという意味です。それからもう一

つは，東南アジアの国々は，東南アジアの非核

化に本気です。国連の核兵器禁止条約にも，

ASEANの 9 カ国が入っています。彼らは，日

本が非核の先頭に立つべきだと思っています。

ところが日本は，国連の核兵器禁止条約に入り

ませんでした。

私の考えは，日本という国が，戦後民主主義

というものを「与えられた民主主義」としてな

いがしろにするのではなくて，中国などには絶

対存在しない，民主国家としての誇りにかけ

て，戦後の民主主義を踏み固めなくてはいけな

い時に来ているというものです。非核というこ

とに関しても，どの国よりも真剣でなくてはい

けない。これがこれからの日本に問われてくる

ポイントだろうと思います。そういうときこ

そ，レジティマシー（legitimacy）と英語では

言いますが，正当性が問われている。つまり，

日本の理念性といったものです。それを忘れた

ら，とんでもないことになります。トランプ大

統領に 100％運命を預託して進むなどというこ

とが，いかに愚かかということにそろそろ気が

付かなければいけないと思います。

（2月 23 日の寺島氏の談話を編集部でとりまと

めました。）
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